


世界第４の鉄道大国

出典：インド統計・事業実施省、海外鉄道技術協力協会の資料などを基に、
　　　本誌が編集
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インド独立の父であるマハトマ・ガンジーは、1915年に南アフリカ共和国から帰国した後、イン
ドの地方の現状を視察するため、鉄道で各地を旅したという。このように、鉄道は経済面だけで
なく、社会的な側面でもインドの発展に大きく貢献してきた。インドは、英国の植民地だった19
世紀半ばに鉄道の建設を始め、いまや米国、ロシア、中国に次ぐ世界第４の鉄道大国となってい
るが、その一方で課題も多く残されている。（関連記事24～37ページ）

＜年表＞インド鉄道のあゆみ

1853年 インドを含むアジア初の旅客鉄道として、
ムンバイ～ターナ間約35kmが開業

1925年 ムンバイでインド初の直流電化（1,500V）を導入

57年 交流電化（25kV50Hz）を導入。以降、交流電化に統一

95年 インド初の地下鉄となるコルカタメトロ南北線（全長約16km）
が全線開業。着工から20年以上を要し、「失敗作」との声も

2002年 日本の大規模円借款、技術支援により、
デリーメトロ１号線（全長22km）の一部が開業

06年 インド貨物専用線公社（DFCCIL）設立

08年 日本政府の麻生太郎首相が、インドのマンモハン・シン首相
（いずれも当時）に対し、貨物専用鉄道の西回廊
（デリー～ムンバイ間約1,500km）建設に円借款
供与の旨を伝える。インド初の本邦技術活用条件
（STEP）として注目を集めた（24～37ページ参照）

09年 インド国鉄（IR）が「インド鉄道ビジョン2020」を策定。
高速鉄道の少なくとも４路線建設を含む、
サービスの質の向上を図る

15年 日印首脳会談の場で、両国が、ムンバイ～アーメダバード間
（約505km）を約２時間で結ぶ高速鉄道整備に、
日本の新幹線システムを導入する協力覚書に署名。
総事業費1兆8,000億円に上る大規模事業に

創業：1853年

営業キロ：６万5,808km（2013年）

軌道別営業キロ：５万8,177km（1,676mm）（2013年）

5,334km（1,000mm）（2013年）

2,297km（762／610mm）（2013年）

電化キロ：１万5,843km（AC25kV50Hz）（2012年）

429km（DC1.5kV）（2012年）

列車運転線路：左側通行

年間旅客輸送量：83億9,705万人／

　　　　　　　　1兆1,587億人km（2013年）

年間貨物輸送量：10億5,881万トン／　　　　　　　
　　　　　　　　667億トンkm（2013年）

出典：海外鉄道技術協力協会、日本鉄道システム輸出組合の資料などを基に、
本誌が編集

日本が整備を支援したインドの首都デリーのメトロ。
清潔感の漂う駅構内や、定時運行が特長だ

　アジア最古の歴史を持つインドの鉄道網。
その運行をつかさどるのが、世界有数の規模
を誇る国営企業のインド国鉄（IR）だ。国土を
網羅し、国家統一に貢献を果たしてきた一方
で、近代化の遅れや縦割りによる意思決定
の硬直化などが大きな課題として顕在化しつ
つある。
　ここにメスを入れようと改革に向けて強い
意志を示すのが、鉄道を潜在的な「インドの
成長エンジン」と呼び、2014年に就任したナ

年の動向近
レンドラ・モディ首相だ。モディ政権
は翌15年、５年間で約1,370億ド
ル（約15兆4,000億円相当）を鉄
道分野に投資し、安全で迅速なサ
ービスを提供する計画を発表した。
鉄道網の拡張と既存路線の混雑
解消を目指すという。
　さらに、財政面の改革も実施。17年度予
算からは、これまで独自に組まれていた鉄道
予算を一般予算と一体化した。鉄道を政府

の財政政策の中心に据えることで、鉄道の
みならず、高速道路や内陸水路などと併せた
複合的な交通計画を促進していくとの狙い
があるとみられ、今後の成果が注目される。

＜インド鉄道主要データ＞

デリーメトロの路線図。既存路線の延伸も続いている

インド鉄道省職員８人が
５大学で研修中

Colamu

東京大学に留学中のニシャント・シンガルさん

 インド鉄道省から日本の最新の鉄道関連技

術を学びに８人の若手職員が来日し、北海道

大学、埼玉大学、東京大学、早稲田大学、長

岡技術科学大学の大学院で学んでいる。こ

れは、2016年度からスタートした文部科学省

の人材育成事業だ。毎年度20人を上限にイ

ンド鉄道省から職員を２年間受け入れ、新幹

線などの建設、運営を担う専門技術者に育て

る計画である。

　インド鉄道省からは、これまでにもアジア開

発銀行（ADB）の予算で数人の研修生が来

日し、東大大学院などで学んでいた。同鉄道

省では、外国に短期の研修目的で職員を派

遣する制度はあるが、２年の長期研修に継続

的に派遣するのは「日本が初めて」という。

　８人の一人で、土木工学専攻のニシャント・

シンガルさんは16年春に来日した。東大の本

郷キャンパスにある地震研究所に所属し、日

本の耐震技術などを学んでいる。妻も同じ鉄

道省に勤める橋梁技術の専門家で、一緒に

来日し、埼玉大で土木工学の研究をしている。

二人いる娘も一緒に来日した。

　ヒマラヤ山脈の南に位置するインド北部な

どでは、大きな地震がたびたび発生している。

01年にもグジャラート州でマグニチュード７を

超える大地震が起き、２万人以上が犠牲にな

った。鉄道設備も鉄橋が壊れるなどの損害が

出た。

　鉄道省では、インド北部のラクナウにある

中央研究所が中心になり、インド全土を５ゾー

ンに分け、鉄道施設の安全基準を設けている。

だが、老朽化が目立つ鉄道設備の規模に対

し、予算不足もあって最新の耐震技術導入

の課題は山積している。同省は「地震対策先

進国」の日本で最先端の技術を学ぶため、シ

ンガルさんを派遣した。

　日本の耐震技術は、新幹線はもちろん、デ

リー・ムンバイ間に建設が計画される貨物専

用線（DFC）などにも活用される。シンガルさん

は「DFCは急増しているインドの貨物輸送を

高速化するほか、自動車輸送による排気ガス

の増加を抑制し、温暖化対策にも効果が大き

い」と、その重要性を語る。

　シンガルさんは、すでに東日本大震災に見

舞われた仙台の被災地を訪問し、復興プロセ

スも含めて視察した。「地震が頻発する日本

は世界最高水準の地震対策を有しており、現

場視察も含めて体験できる自分は幸運だ。良

い選択をしたと思う」と言う。

　シンガルさんによると、インド鉄道省からは

今秋、新たに５人が来日する予定で、日本で

の研修生は年々増えていく見通しだ。シンガ

ルさんは鉄道省で15年勤続の経験者の中か

ら選ばれたが、同省では日本での研修の志願

者を増やすため、勤続５年程度の職員にも条

件を広げ、若い人材の派遣にも一層努める

構えだという。



ケニアからの不安な便り

　ケニアの首都ナイロビで、「希
望の家」という意味の孤児院マト
マイニ・チルドレン・ホームを運
営している菊本照子さんからの３
月の便りによると、ナイロビの治
安は悪化し、日本や欧米からの観
光客も少なく、目立っているのは
中国人観光客ばかりだという。
　おそらく多くの中国人観光客は、
アフリカを自己繁栄の新天地だと
考えているかもしれない。中国政
府もアフリカを中国人の新しい開
拓地だと吹き込んでいる気配があ
る。事実、ナイロビの中国人は地
元の商店街に進出して、地元と競
争するようにビジネスを展開して
いて、少しずつ地元民との小競り
合いが起こっている。いずれ、民
族対立のような紛争が起こる可能
性が予見される。
　さらに、菊本氏の便りによると、
ケニア経済は低迷の一途をたどり、
例えば、給料の未払いや遅滞で、
国公立の医療関係者や大学関係者
によるストライキが頻発している

という。
　今年は大統領選挙の年でもある
から、ちょっとしたきっかけで部
族対立が暴力化して、かつてのよ
うな社会的破壊へ連動する恐れも
ある。
　しかも、今ではケニアのみなら
ずアフリカ大陸が、石油、鉱物資
源などの世界的な価格低落で大き
なショックを受け、特に資源依存
型のナイジェリアなどのアフリカ
資源国に痛打を与えている。
　治安の悪化は、単なる部族対立
だけでなく、経済利権が絡んでく
るので紛糾も激しくなる。せっか
くアフリカ人による国造りを目指
して独立した南スーダンでは、石
油利権をめぐって正副大統領が争
い、双方の部族の殺し合いへと発
展している。平和構築も経済利権
争いには勝てない。そうした危険
性はアフリカ大陸に深く潜んでい
ると言える。
　とにかく、治安の悪化は外国か
らのアフリカ投資を足止めする。
昨年８月のナイロビでの第６回ア
フリカ開発会議（TICADⅥ）で

は、70社以上の日本企業幹部が
参加して向こう３年で200億ドル
のアフリカ投資を約束している。
とにかく、アフリカ開発は民間投
資が大きなカギを握っている。政
府は100億ドル程度のインフラ投
資を目指している。
　つまり、港湾、道路、鉄道とい
ったインフラ部門建設を政府
（ODA）が担当し、投資環境が整
備されると、民間企業が投資活動
を行う、というのが民間進出の東
アジア的パターンである。インフ
ラ整備では少々の治安の悪さも克
服できるが、民間投資の場合は、
工場立地といい、雇用関係といい、
マーケティングといい、すべて現
地社会との関係の中で営まれる。
だから、治安の乱れが最大のリス
クなのである。

民間投資に暗い影

　民間企業にとって、法整備不足、
行政能力不足、人材不足などで投
資リスクが高い上に、治安が悪く
なれば投資意欲は一気に減退する。
　現在、アフリカ投資のバロメー

ターとなる商社動向を見ていても、
大手各社ともに、だいたい３～４
カ国にアフリカ事務所を置いてい
るだけで、全面展開にはほど遠い
感じだ。
　ある商社マンに言わせると、商
社の本格的な企業進出は、今後、
５～10年ほどを経ないと見通し
が立たないと予測する。その上で、
アフリカ・ビジネスは30年ほど
の年月をかけないと本物にはなら
ないと見ているから、そう簡単に
神輿をあげるわけにはいかないと
言う。
　筆者が「アフリカはヨーロッパ
などへの輸出加工産業の立地にな
らないのか」と質問すると、輸出
加工の進出にしても本格化するの
はまだ先のことで、当面はアフリ
カ市場向けでさえも、インドのム
ンバイあたりを生産拠点にアフリ
カ戦略を練る必要があるのではな
いかとの答えが返ってくる。
　さらに、企業からアフリカを見
ると、給料の大半を食料費が占め
ている状況下では、長期の経営戦
略に不安を感じると言う。
　その商社マンは、ODAによる
インフラ整備も大切かもしれない
が、まずは国民に安い食料を供給
することが先決ではないのかと問
いかける。
　アフリカのある国では食料の
40％を輸入している。そのため
に支払われる外貨は極めて多額に
なる。もし、自給率を引き上げて、
輸入40％のうちの30％をカバー
することができれば大きな外貨節
約にもなり、農業、農村開発への
予算配分も大きくなろう。

　1960～70年代の
インドネシアもコメ
の輸入比率が40～
50％に達したこと
があった。日本はイ
ンドネシアの自給率
の向上に向けて、農
業協力を徹底した。
そのために病害虫の
駆除協力も全国展開
した。
　その結果、一時は
自給率を100％近くまで引き上げ
ることに成功した。大きな外貨節
約となり、節約された外貨で工業
化に必要な技術、設備の導入を図
った。こうしたことが、石油資源
依存型でないインドネシア経済の
基盤をつくる一助になった。

アフリカ型統治システム

　さらに、加えて言うと、インド
ネシアのスハルト長期政権を“開
発独裁”と呼んでいるが、治安を
守る開発独裁でもあったから、外
国の投資家たちに安心感を与え、
立案された開発計画がクリアされ
ていった。そして、所得が上がり、
生活が安定してくると文化度も向
上し、次に自由、民主化を求める
ようになる。こういうプロセスを
経て独裁政治も終焉する。
　当時、「安定が先か、民主化が
先か」の議論が白熱化したことが
あった。筆者は「安定なくして民
主化への道は遠い」と主張した。
これを北京で議論した時は「安定
なくして国家の発展はなし」と中
国は主張したが、これは先に民主
化の見えない国家安定論であった

ので、論外である。
　他方、欧米人は「民主化なくし
て発展はなし」と主張して譲らな
かった。とにかく欧米人は民主化
が先だと主張し、民主化したほう
が発展のスピードが上がり、早く
安定すると言うのである。
　ところが、かつての“アラブの
春”と言われた民主化運動を見て
も、民主化運動が過剰になると社
会秩序を崩し、安定を損なう現実
が見せつけられた。
　したがって、東アジアの奇跡的
な発展も、東西冷戦という時代的
背景があったとしても、国家の安
定が保たれて、外国からの投資、
技術の移転が進展して、経済発展
を可能にした。
　この教訓をアフリカに当てはめ
るならば、あらゆる英知を集めて、
アフリカに部族統合のネーショ
ン・ステート（国民国家）を築き
上げる、新たな協力が求められて
いるのではなかろうか。ただし、
強固なアフリカ部族主義を軽視し
た形だけの議会制民主主義では、
アフリカの安定はほど遠いと言っ
ても過言ではなかろう。
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1980年春の北京。繁華街の王府井（ワンフーチン）通りに開店した日本のショーウ
インドーをのぞき込む人民服の群衆。今の中国からは想像できない

混沌のアフリカ大陸
現地適応の「国民国家」を求めて



加速する日印鉄道協力～検証！ 貨物専用線

　
総事業費は約9,000億円

　総延長距離が約６万5,000km
に上る鉄道ネットワークを擁する
インドは、米国、ロシア、中国に
ついで世界第４の鉄道大国である。
　約13億の人口を抱え、高い経
済成長を続ける同国では、貨物輸
送量が年15％で伸びており、既
存の貨物鉄道の輸送能力は飽和状
態にある。
　この背景には、インドでは旅客
列車と貨物列車が同じ線路を走行
しているが、旅客の方が優先され
る傾向にあるため、貨物輸送が滞
りがちであることが挙げられる。
こうした背景から浮上したのが、
高速貨物専用線（DFC）の建設
計画だ。
　日本政府は2005年４月、小泉
純一郎首相（当時）が訪印時に発
表した日印共同声明において、西
回廊（デリー～ムンバイ間）と東回
廊（ハウラー～デリー～ルディア
ナ間）から成る全長約2,800kmに
上るDFCの一部区間を円借款に
よって支援する可能性を検討する
と言及。以来、継続してこの事業
に関する調査が進められてきた。
　06年５月には、事業化のため
の開発調査が開始された（25ペ
ージ参照）のに続き、08年２月
からは、同事業で整備される新線
での輸送安定性に関する実証試験
もスタート。この結果を踏まえ、

日本政府は同年10月、２路線の
うち、西回廊（約1,500km）の
建設を円借款で支援することを決
定し、来日したマンモハン・シン
首相に対して麻生太郎首相（当
時）より伝えた。西回廊だけでも、
総事業費は約9,000億円に上ると
見込まれており、うち７割を円借
款でまかなうという、過去最大規
模の協力だ。
　このほか、同事業には高速貨物
車両や電気機関車の導入なども盛
り込まれており、完成すれば輸送
力が３～４倍に増強されると見込
まれる。また、これまで３日かか
っていた輸送時間が１日以内に短
縮されることも期待されている。

DMIC構想の「背骨」

　この高速貨物線の建設計画は、
日印の両国政府が共同で進めてい
る「デリー～ムンバイ間産業大動
脈（DMIC）」の、まさに背骨と
も言える事業である。
　日本政府の提案により始まった
このDMIC構想は、首都であると
同時に、同国最大の消費地でもあ
るデリーと、深海港を擁し商業が
盛んなムンバイの間に産業ベルト
地帯を創出しようという構想。
　具体的には、DFCを敷設する
と同時に、沿線の６州（ウッタル
プラデシュ、ハリヤナ、ラジャス
タン、マディヤプラデシュ、グジ
ャラート、マハラシュトラ）で工

業団地や発電所、物流基地、道路、
港湾、住居、商業施設などのイン
フラ整備を進めることで、この地
域を一大産業地帯にすることが目
指されている。さらに、人材育成
やIT・居住区の整備、環境保全
の実施も予定されている。
　DMIC構想を通じ、同地域の雇
用潜在力が今後７年間で２倍、工
業生産量が今後９年間で３倍、そ
して輸出量が今後９年間で４倍に
なるとの試算もあり、沿線に拠点
を構える250社以上の日系企業か
らの関心も高い。製造業のインフ
ラ基盤を確立したいインド側と、
自国企業のビジネス機会を広げた
い日本側の思惑が一致した構想だ
と言えよう。
　もっとも、こうした壮大な青写
真の下で進むDFCにも、課題は
ある。土木工事の入札にあたって
本邦技術活用条件（STEP）が適
用されたものの、当初、日本のゼ
ネコンの応札はゼロ。やむなく仕
切り直して実施された入札で、商
社（双日）と現地の大手建設企業
が落札したという経緯があるのだ
（32～33ページに詳細）。
　本特集では、日本の新幹線方式
の採用が決まって注目を集めるイ
ンド高速鉄道の前哨戦とも言える
DFCについて、これまでの経緯
や事業の狙い、現場の状況ととも
に、日本のインフラ輸出にとって
の本事業の意味を探る。
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背　景1

インド物流革命の行方は
高速鉄道の前哨戦の「今」を追う

求められる日本企業のマインド転換

　日本は小泉純一郎政権（2001～06年）
の時代、「From China to India」という外
交方針を決めた。中国には累計１兆円ほど
政府開発援助（ODA）を出したが、文句ば
かり言われた。彼らには自国こそがアジア最
大の国という自負がある。しかし、アジアには
インドもあり、日本と太いパイプがあることを
示す必要があった。
　その結果、インドが最大の円借款被供与
国となり、2016年度は円借款の供与総額
の約２割を占めるようになった。
　そこで出てきた大きな種が、新幹線や貨
物新線などの鉄道協力だ。日本はインドの
地下鉄建設が成功したが、高速鉄道協力
は至難の技だ。約１兆8,000億円と見積も
られる費用の大半を円借款で賄い、23年
に竣工するというが、６年間で完成させるの

は早すぎるように思う。貨物専用線（DFC）
もあり、一度にやるのは大変だ。
　最大の課題は人材だ。新幹線には
4,000人程度の専門技術者が必要となる。
日本から現地に600人程度を派遣して研
修する必要があるほか、研修施設も要る。
　新幹線は日本が施工監理し、地元の建
設業者が建設する。そこで技術移転が進み、
他地域の開発にも人と技術が回っていくこ
とが望ましい。16年11月に訪印し、ナレンド
ラ・モディ首相やスレシュ・プラブ鉄道相にも
会ったが、協力に前向きだった。とはいえ、イ
ンドは、日本のODAに恩義を感じて両手で
感謝するほど甘くはない。あくまでビジネスだ
と考えている。
　日本は世界銀行の支援で東海道新幹
線などができた時、大喜びした。しかし、イン

ドには、本当に新幹線が必要か、在来線の
高速化で良いのでないかという意見がある。
　日本はインドの貨物専用線を本邦技術
活用条件（STEP）の対象にしたが、インフ
ラにODAをどんどん出せばいいわけでない。
もっと民間の力を生かすべきだ。タイやフィリ
ピン、ベトナムなどは、ODAではなくとも日本
のインフラ輸出を受け入れるだけの信頼が
ある。米国でも、日本企業が協力し、ワシント
ン～ボルチモア間に７年後にリニア鉄道を
開通させる計画が進んでいる。
　重要なのは、日本企業のマインド転換だ。
ゼネコンは、海外では為替リスクもあり損を
すると考えがちだ。だが、例えばスイスのある
建設業者は、国内で高速道路をつくった後、
アフリカに進出した。日本のゼネコンも海外
に出て大きな仕事をするべきだ。

衆議院議員　海外インフラ輸出を推進する議員連盟会長

竹本 直一氏

競争力ある分野で勝負を
日本鉄道システム輸出組合（JORSA）　専務理事

村﨑 勉氏

　近年、鉄道の国際市場では、「ビッグ３」
のうち２社が事業統合を検討する一方、スイ
スのシュタッドラー・レールやチェコのシュコ
ダなどが技術力を高め存在感を強めている
など、競争が激化している。こうした中、日本
企業による海外展開も勢いを増している。
　その背景として、日本の国内市場が将来
的に縮小傾向にあることがしばしば挙げら
れるが、私はそうは思わない。彼らは、自社の
技術力が国際的に通用すると確信できた
からこそ、海外に挑んでいるのだ。
　インドは、そうした企業にとって間違いなく
重要な市場である。東南アジアの国 も々重
要ではあるが、人口や国土などの規模から
言って、インドは桁違いに大きい。特に、人
口増加や都市化が進む同国にとっては、東

京のように高い人口密度を抱える都市で大
量輸送・交通網を整備してきた日本企業の
経験や技術は、大きな強みとなる。これは、
欧州企業にはない魅力だと言えよう。　
　さらに、日本は国土の約７割が山であるた
め、勾配やカーブなど地理的制約が多く、地
震などの自然災害も多発する。そうした環境
の下、鉄道事業者とメーカーが共に都市鉄
道や新幹線を開発・敷設してきた経験も、今
日の日本の鉄道技術の高さにつながってい
る。その品質や信頼性を疑う人は、おそらく
いないだろう。だからこそ、インドでもデリーの
地下鉄や高速鉄道で日本方式が採用され
たのだ。
　もっとも、機関車について言えば、今日の
日本に多くのニーズがあるわけではなく、海

外に輸出せよと言われても競争力に疑問が
ある。インドの貨物専用線（DFC）では、電
気機関車の導入が予定されているが、イン
ドと日本の求めるものに合意点が見出せる
かがカギとなるのではないか。ただ、誰でもす
べてのニーズに応えられるわけではないし、
競争力のあるフィールドで勝負するのが企
業というものだと思う。
　日本企業の海外展開を促進する上で、イ
ンフラ輸出政策や政府開発援助（ODA）は
ありがたい。ただ、鉄道の質が社会や経済
の発展を大きく左右することを踏まえると、日
本政府には各国の政策決定者に対し、価
格だけではなくライフサイクルコストなども重
視した正しい判断をするよう、一層の働き掛
けを期待したい。
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